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令和３年度総括（新型コロナウイルス感染症対策について） 

 

１ 学校等（公共施設）における対応  

①公共施設等の感染症対策に要する経費（消毒液の購入等）        31,610千円【当初】 

②イベントや各種事業における経費の増加                 17,578 千円【当初】 

（検温業務の増加、密集対策、郵送対応等） 

 ③キャッシュレス決済導入に要する経費                2,706 千円【当初】 

 （市民課・税務課窓口、児童文化センター、休日急患センター、博物館、山車会館） 

  ④新庁舎窓口支援システム等の導入に要する経費           41,981 千円【当初】 

 ⑤保育園業務の ICT を活用した業務効率化に要する経費        23,142 千円【当初】 

 ⑥都市計画情報閲覧サービス等の構築に要する経費（インターネット・窓口端末） 10,909千円【当初】 

 ⑦図書除菌機導入に要する経費                    1,040千円【当初】 

 ⑧公共施設（児童クラブ、小学校、体育館）の消毒作業に要する経費   8,346千円【4/23専決】 

 ⑨私立保育園等の ICTを活用した業務効率化に対する支援      2,250千円【12月補正】 

 ⑩小中学校の家庭学習における通信環境整備に要する経費      2,301千円【12月補正】 

 

２ 市立敦賀病院・市内医療機関等における対応  

 ①新型コロナウイルス感染症検査で生じる自己負担額に対する支援    3,907 千円【当初】 

②医療従事者支援（宿泊先の確保）に要する経費            4,745 千円【当初】 

 ③人工呼吸器等の購入に要する経費               27,940 千円【8/17 専決】 

 ④産後ケア施設の感染症対策に対する支援             1,500千円【12月補正】 

 ⑤市立敦賀病院における新型コロナウイルス感染症特別手当    75,000千円【12月補正】 

 

３ 市内企業への支援（経済対策を含む）  

①市内企業の受注機会の確保（公共施設等の小規模修繕等）      225,936 千円【当初】 

 ②サテライトオフィス整備に対する支援等に要する経費          27,380 千円【当初】 

 ③消費拡大を図るためのイベント等の取組の支援                5,560 千円【当初】 

④ネットモールを活用したクーポン発行                  4,743 千円【当初】 
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 ⑤キッチンカー等による販売促進への支援                 2,352 千円【当初】 

 ⑥中小企業者等の感染拡大防止対策等への支援              21,772 千円【当初】 

 ⑦影響を受けた中小企業等に対する利子補給               55,917 千円【当初】 

 ⑦‐1影響を受けた中小企業等に対する利子補給（追加分）               28,394千円【6月補正】 

 ⑧中小企業者の事業承継に対する支援                 10,000 千円【当初】 

 ⑨民宿等の改修に対する支援                             48,000 千円【当初】 

⑩テイクアウト・デリバリー促進等に対する支援           87,151 千円【6 月補正】 

⑪業務拡大及び業態転換等に対する支援                 4,000 千円【6 月補正】 

 ⑫中小企業者への給付金支給に要する経費            496,694 千円【6 月補正】 

 ⑬体験交流型観光の普及・定着に向けた実証事業に要する経費       12,000 千円【6 月補正】 

  ⑭市内宿泊促進 （割引キャンペーン等）に要する経費          21,300千円【9月補正】 

 

４ 市民生活等への対応  

 ①健康づくりを推進するための健康支援アプリの導入に要する経費    7,789 千円【当初】 

 ②水道料金改定延期に伴う減収分の繰出金                         136,459 千円【当初】 

 ③下水道使用料改定延期に伴う減収分の繰出金                148,525 千円【当初】 

 ④生活が困窮する大学生等への特別奨学金              51,000 千円【当初】 

 ⑤子育て世帯生活支援特別給付金（ひとり親世帯分）に要する経費   44,863千円【4/15専決】 

  ⑤‐1子育て世帯生活支援特別給付金（その他世帯分）に要する経費  60,390千円【5/18専決】 

 ⑥休業等に伴う減収による住居確保支援に要する経費          2,701千円【6月補正】 

 ⑦生活困窮者自立支援金給付に要する経費            13,500千円【6月追加補正】 

 ⑧集団接種会場の設営等に要する経費                           68,233千円【9月補正】 

 ⑨ワクチン接種に要する経費                                      11,385千円【9月補正】 

 ⑩子育て世帯臨時特別給付金（5万円）に要する経費       505,125千円【11/19専決】 

  ⑪ワクチン接種（3回目）に係るコールセンター設置等に要する経費 25,067千円【12月補正】 

 ⑫ワクチン接種（3回目）に要する経費              24,972千円【12月補正】 

 ⑬ワクチン接種（3回目）に係る移動支援に要する経費        9,018千円【12月補正】 
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５ その他  

①修学旅行を中止した場合等のキャンセル料                   8,340千円【9月補正】 

 

 

 

【参考】 対策事業費合計  

 

令和元年度              2,295千円 ※決算額 

 

令和２年度           8,615,704千円 ※決算額 

 

令和３年度当初予算           883,051千円（一般会計） 

令和３年度 4/15専決      44,863千円（一般会計） 

令和３年度 4/23専決       8,346千円（一般会計） 

令和３年度 5/18専決      60,390千円（一般会計） 

令和３年度 6月補正         630,940千円（一般会計） 

令和３年度 6月追加補正     13,500千円（一般会計） 

令和３年度 8/17専決       27,940千円（病院事業会計） 

令和３年度 9月補正      109,258千円（一般会計） 

令和３年度 11/19専決       505,125千円（一般会計） 

令和３年度 12月補正      140,108千円（一般会計・病院事業会計） 

令和３年度小計              2,423,521千円 

                            

合計            11,041,520千円 



01 一般会計
06 総務費 (千円)

小浜線利用促進事業費補助金

ふるさと創生課
968

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 485

補正

　ＪＲ小浜線の利用を促進する取組に対して、支援を行います。

　　補助事業者　学校法人嶺南学園
　　事業内容　　スクールバスのＪＲ小浜線への交通転換（実証事業）
　　補助率　　　10分の10
　　財源　　　　ＪＲローカル線利用促進特別対策事業補助金（県1/2）

県支出金    483

広域連携大学維持補修事業費

ふるさと創生課
2,970

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 2,970

補正

　国立大学法人福井大学に貸与している福井大学附属国際原子力工学研究所の空調設備につ
いて、不具合が生じているため、修繕を実施します。

　　内容　圧縮機　4台

ふるさと納税事業費

ふるさと創生課
1,778,132

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 1,778,132

補正

　ふるさと納税について、寄附額が当初の想定を超える見込みとなったことから、お礼の品
に係る経費等を補正します。

　　寄附金額
　　（1）当初予算額　　　　2,000,000千円
　　（2）12月補正後予算額　5,000,000千円
　　
　　事業費
　　（1）当初予算額　　　　1,287,100千円
　　（2）12月補正後予算額　3,065,232千円
　　差引                   1,778,132千円

ふるさと応援基金積立金

ふるさと創生課
1,221,868

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 - 

補正

　まちづくりに必要な施策に充てるため、ふるさと応援基金に、ふるさと納税寄附金の積立
を行います。

　　ふるさと応援基金積立額
　　（1） 当初予算額　　　　　737,900千円
　　（2） 12月補正後予算額　1,959,768千円
　　　差引基金積立額（元金）1,221,868千円

寄附金 1,221,868
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01 一般会計
06 総務費 (千円)

過誤納還付金及び還付加算金

債権管理課
10,000

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 10,000

補正

　地方税法の規定に基づく過誤納還付金及び還付加算金の不足により補正します。
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01 一般会計
09 民生費 (千円)

過年度分精算返還金

地域福祉課
49,977

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 49,977

補正

　過年度分の国庫負担金・補助金の精算に伴い、返還を行います。

　　令和2年度
　　　障害者自立支援給付費国庫負担金返還金（国庫）　　　　　　　5,174,957円
　　　障害者医療費国庫負担金返還金（国庫）　　　　　　　　　　　5,355,607円
　　　障害児給付費等国庫負担金返還金（国庫）　　　　　　　　　　1,626,328円
　　　生活扶助費等国庫負担金返還金（国庫）　　　　　　　　　　　7,083,920円
　　　医療扶助費等国庫負担金返還金（国庫）　　　　　　　　 　　24,849,203円
　　　介護扶助費等国庫負担金返還金（国庫）　　　　　　　　　　　　948,059円
　　　生活困窮者自立相談支援事業費等国庫負担金返還金（国庫）　　2,433,277円
　　　生活困窮者就労準備支援事業費等補助金返還金（国庫）　　　　2,091,000円
　　　地域生活支援事業費等補助金返還金（国庫）　　　　　　　　　　 83,000円
　　　障害児通所給付費県費負担金返還金（県費）             　　   318,791円
　　　重度心身障害者医療費補助金返還金（県費） 　　　　　　　　　　12,450円

自立支援給付等事業費

地域福祉課
91,315

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 22,830

補正

　自立支援給付等事業費のうち、介護給付費等において事業費が増加したため、不足見込額
を補正します。 国庫支出金  45,657

県支出金    22,828

福祉総合システム改修事業費

児童家庭課
1,916

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 - 

補正

　児童手当法等の一部改正に伴い、支給方法等の変更に対応するため、児童手当システムの
改修を行います。

　　改正内容　①特例給付（※）の支給に係る所得上限額の設定
　　　　　　　　令和4年10月支給分から、所得上限額を超え、特例給付の対象外となっ
　　　　　　　　た受給者は、児童手当等の受給資格を喪失する。
　　　　　　　②現況届の省略
　　　　　　　　令和4年分から、現況届の一律の提出義務を見直し、受給者の現況を公
　　　　　　　　簿等で確認することができる場合は、現況届の提出を原則不要とする。
　　財源　　　子ども・子育て支援事業費補助金（10/10）
　
　（児童手当制度）0歳から中学校卒業までの児童を養育している方に児童手当を支給
　　支給月額　3歳未満は一律15,000円、3歳以上小学校修了前は10,000円（第3子以降は
　　　　　　　15,000円）、中学生は一律10,000円
　　　　　　　※所得制限以上の場合は一律5,000円（特例給付）

国庫支出金  1,916

過年度分精算返還金

児童家庭課
31,921

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 31,921

補正

　過年度分の国庫負担金・補助金の精算に伴い、返還を行います。

　　令和2年度
　　　子ども・子育て支援交付金返還金（国庫）　　　　　　　  8,342,000円
　　　母子生活支援施設入所等委託措置費負担金(国庫)　　　　　　527,946円
　　　児童扶養手当負担金(国庫)　　 　　　　　　　　　　　　　 650,837円
　　　母子家庭等自立支援事業費補助金(国庫)　　  　　　　　　　144,000円
　　　ひとり親世帯臨時特別給付金給付事務費補助金(国庫)  　　1,126,000円
　　　ひとり親世帯臨時特別給付金給付事業費補助金(国庫)　　 16,220,000円
　　　保育対策総合支援事業費補助金返還金(国庫)　　　　　　　3,909,000円
　　　子育て世帯臨時特別給付金給付事務費補助金(国庫)　　　　1,001,000円
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01 一般会計
09 民生費 (千円)

保育園ＩＣＴ推進事業費

児童家庭課
1,500

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 500

補正

　保護者の利便性及び保育業務の効率性向上を図るため、保育業務支援システムの導入を行
う私立保育施設に対し補助を行います。

　　実施施設　　
　　　さみどり保育園（幼保連携型認定こども園）
　　　新和さみどり保育園（幼保連携型認定こども園）  　　
　　総事業費　　
　　　さみどり保育園　　　1,482,910円
　　　新和さみどり保育園　1,283,920円
　　国庫補助
　　　保育対策総合支援事業費補助金
　　　（保育所等業務効率化推進事業（保育所等におけるICT化推進等事業））
　　　国庫補助基本額　1,000千円／1施設（上限）
　　　国庫補助所要額　　500千円×2施設＝1,000千円（国1/2）
　　　補助割合　　　　国1/2、市1/4、事業主体1/4
　　

国庫支出金  1,000
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01 一般会計
12 衛生費 (千円)

健康管理システム改修事業費

健康推進課
4,422

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 1,697

補正

　健康増進法等の改正に対応するため、健康管理システムを改修します。

　　健（検）診結果の利活用に向けた情報標準化整備事業対応改修業務 国庫支出金  2,725

過年度分精算返還金

健康推進課
5,796

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 5,796

補正

　過年度分の国庫補助金の精算に伴い、返還を行います。

　　令和2年度
　　　風しん追加的対策事業費補助金返還金（国庫）　　　　　　　　　　1,794,000円
　　　がん検診費補助金返還金（国庫）　　　　　　　　　　　　　　　　　　5,000円
　　　妊娠・出産包括支援事業費補助金返還金（国庫）　　　　　　　　　　449,219円
　　　新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費補助金返還金(国庫)3,547,464円　

新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費

健康推進課
25,067

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 - 

補正

　新型コロナウイルスワクチンの3回目接種を実施するため、ワクチン接種の集団接種会場の
設営及びコールセンター受付業務等にかかる経費を増額します。また、令和4年度にまたがる
契約を締結する必要があるため、債務負担行為を設定します。

　　債務負担行為
　　　期　間　　令和4年度
　　　限度額　　37,957千円

国庫支出金  25,067

新型コロナウイルスワクチン接種事業費

健康推進課
24,972

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 - 

補正

　新型コロナウイルスワクチン接種を実施した医療機関への委託料について、3回目接種にか
かる追加分を増額します。 国庫支出金  24,972
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01 一般会計
12 衛生費 (千円)

新型コロナウイルスワクチン接種移動支援事業費

健康推進課
9,018

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 4,878

補正

　新型コロナウイルスワクチン接種会場までタクシーを利用する75歳以上の高齢者及び障が
い者への支援として、タクシー料金を一部助成します。

　　対象　　　3回目のワクチン接種を受ける75歳以上の方（昭和22年4月1日以前生まれ）
　　　　　　　及び障がい者の方（身体障がい者、療育、精神障がい者保健福祉の各手帳
　　　　　　　保持者）
　　助成内容　タクシー料金の1/2を助成（上限額　片道2,000円）

県支出金    4,140

妊娠・出産包括支援事業費

健康推進課
1,500

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 - 

補正

　新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、産後ケアを行う施設に対し、職員及び利用者
向けのマスクや消毒用エタノール等を配付します。

　　産後ケア事業実施施設　市内3施設

国庫支出金  1,500
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01 一般会計
21 商工費 (千円)

商店街等集客力向上支援事業費補助金

商工貿易振興課
2,400

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 1,200

補正

　北陸新幹線の敦賀開業に向けて、商店街等に観光客等を誘導するための整備費用の一部に
対する補助金を増額補正します。

　　実施主体　港都つるが株式会社
　　総事業費　3,600千円　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　補助率　　2/3（県1/3・市1/3負担）
　　整備内容　店舗用物件として整備するための躯体追加工事　等

県支出金    1,200

地域経済循環創造事業費補助金

商工貿易振興課
6,750

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 3,375

補正

　地域での経済循環を創造するため、民間事業者が地域の金融機関等と連携しながら行う事
業に係る経費の一部を支援します。

　　事 業 名　　遊休不動産を活用した交流型ワーケーション施設整備事業
　　実施主体　　合同会社FUJIONE（フジオネ）
　　総事業費　　13,500千円
　　補 助 率　　1/2（国1/4・市1/4負担）
　　事業内容　　中心市街地の遊休不動産をリノベーションし、ワーケーション機能を備え
　　　　　　　　た施設を整備する。

国庫支出金  3,375

敦賀きらめき温泉改修事業費

観光交流課
20,000

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 20,000

補正

　敦賀きらめき温泉リラ・ポートの運営再開に向けて、施設・設備の修繕等を行います。

　　内訳　館内修繕（浴場タイル修繕、サウナ室修繕等）　14,500千円
　　　　　設備修繕（排水処理施設ポンプ修繕等）　　　　 5,500千円
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01 一般会計
24 土木費 (千円)

色浜トンネル（仮称）開通式典関係経費

道路河川課
1,195

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 1,195

補正

　市道西浦2号線色浜トンネル（仮称）の開通にあわせ、開通式典を行います。

県道整備事業費負担金

道路河川課
12,157

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 12,157

補正

　県が行う道路整備事業の経費の一部を負担します。

　　・県単道路改良（市負担率10％）
　　　施工箇所　　国道476号（深山寺）、県道山櫛林線（櫛林）
　　・県単雪寒道路整備（市負担率20％）
　　　施工箇所　　県道敦賀美浜線（関）
　　・雪寒道路整備（市負担率1/6）
　　　施工箇所　　県道敦賀美浜線（金山～関）

急傾斜地崩壊対策事業費負担金

道路河川課
2,830

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 2,830

補正

　県が行う急傾斜地崩壊対策事業の経費の一部を負担します。

　　・急傾斜地崩壊対策（市負担率5％）
　　　施工箇所　中の谷地区（立石）

　　※ 繰越事業のため、負担額の全額を12月補正により計上

街路事業費負担金

道路河川課
53,226

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 26

補正

　県が行う街路事業の経費の一部を負担します。

　　・街路工事（市負担率22.5％）
　　　施工箇所　敦賀駅東線（木ノ芽町～中）

市債 53,200
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01 一般会計
30 教育費 (千円)

ＩＣＴ教育推進事業費

学校教育課
2,301

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 231

補正

　新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う臨時休業や出席停止等により、やむを得ず登校で
きない児童生徒へのICTを活用した学習指導等ができる環境を整備するにあたり、経済的な理
由等により通信環境が十分でない家庭に貸し出すためのモバイルWi-Fiルーターを購入します
。

　　事業内容　モバイルWi-Fiルーター購入費（207台分）
　　　　　　　回線使用料（30台分）

国庫支出金  2,070

幼稚園ＩＣＴ推進事業費

学校教育課
750

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 250

補正

　保護者の利便性及び保育業務の効率性向上を図るため、保育業務支援システムの導入を行
う私立幼稚園等に対し補助を行います。

　　実施施設
　　　第二早翠幼稚園（幼保連携型認定こども園）
　　総事業費
　　　第二早翠幼稚園　1,599,400円
　　国庫補助
　　　保育対策総合支援事業費補助金
　　　（保育所等業務効率化推進事業（保育所等におけるICT化推進等事業））
　　　国庫補助基本額　1,000千円／1施設（上限）
　　　国庫補助所要額　　500千円×1施設＝500千円（国1/2）
　　　補助割合　　　　国1/2、市1/4、事業主体1/4

国庫支出金  500

過年度分精算返還金

学校教育課
1,782

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 1,782

補正

　過年度交付を受けた県補助金、国庫・県交付金のうち、精算後超過交付となったものにつ
いて返還を行います。

　　令和2年度
　　　施設型給付等事業費補助金　　　　　　　　　　　　　 34,000円
　　　子ども・子育て支援施設等利用給付交付金（国庫）　1,164,863円
　　　子ども・子育て支援施設等利用給付交付金（県費）　　582,432円
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一般会計(債務負担行為）
(千円)

要求区分
事業
所属

一般財源 4,400

要求区分
事業
所属

一般財源 77,220

要求区分
事業
所属

一般財源 －
諸収入 52,600

事業内容 財源内訳
【債務負担行為】
　令和6年春の北陸新幹線敦賀開業に向け、新幹線駅前広場から利用できる便益施設（公衆ト
イレ、喫煙所）を新幹線駅舎と一体的に整備します。
　
　　債務負担行為
　　　期　間    　令和3年度～令和5年度
　　　限度額　    52,600千円
　　　内　容　　　工事委託料
　　　内　訳　　　多機能トイレ／男性用トイレ／女性用トイレ／喫煙所

　

　

【債務負担行為】
　都市部をはじめとする市外の人材を「地域おこし協力隊」として受け入れ、新たな視点で
の情報発信や地域資源のブランディング等を目的とした事業を、令和4年度に港都つるが株式
会社に委託します。

　　事業計画
　　　令和4年度　地域おこし協力隊活動支援業務委託

　　債務負担行為
　　　期　間　　　令和3年度～令和4年度
　　　限度額　　　4,400千円

知育・啓発施設書籍購入費
債務負担行為額 77,220

都市政策課
事業内容 財源内訳
【債務負担行為】
　知育・啓発施設の整備に伴い、開設時の書籍を調達・購入します。
　
　　債務負担行為
　　　期　間　　　令和3年度～令和4年度
　　　限度額　    77,220千円
　　　内　訳　　　社会／人文／理工医学／文芸／芸術（世界知）　15,000冊

                  ビジネス／実用／カルチャー・サブカルチャー
　　　　　　　　　／児童／地域関連書籍（日常知・共読知）　　　15,000冊

　

新幹線駅前広場便益施設整備工事委託料
債務負担行為額 52,600

新幹線整備課

地域おこし協力隊活動支援委託料
債務負担行為額 4,400

商工貿易振興課
事業内容 財源内訳
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25 国民健康保険（事業勘定の部）特別会計
30 諸支出金 (千円)

過年度過誤納還付金

債権管理課
3,000

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 3,000

補正

　地方税法の規定に基づく過誤納還付金及び還付加算金の不足により補正します。
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50 介護保険特別会計
18 諸支出金 (千円)

過年度分精算返還金

長寿健康課
26,986

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 26,986

補正

　令和2年度介護給付費国庫負担金等の確定及び財政調整交付金の修正計算に伴い、過年度分
の精算返還を行います。
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60 産業団地整備事業特別会計
09 公債費 (千円)

公債償還元金

商工貿易振興課
265,924

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 - 

補正

　敦賀市第2産業団地の分譲地売払収入により福井県特別経済対策産業団地整備資金貸付金を
繰上償還します。 財産収入 265,924

16



65 後期高齢者医療特別会計
09 諸支出金 (千円)

過年度過誤納還付金

債権管理課
300

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 300

補正

　過誤納に係る徴収金の還付金の不足により補正します。
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病院事業会計
(千円)

事業 新型コロナウイルス感染症特別手当
所属 市立敦賀病院

一般財源 55,800
国庫補助金 19,200

補正予算額 75,000

事業内容 財源内訳
　新型コロナウイルス感染症患者及び濃厚接触者に対応した職員等に対し、特別手当を支給
します。
　
　　1　支給対象者（以下の業務に従事した職員に対し、区分ごとに支給）
　　　　Ａ　感染病棟内診療・看護・検査業務　　　　　　　　1人につき15万円
　　　　Ｂ　濃厚接触者等の検査業務　　　　　　　　　　　　1人につき15万円
　　　　Ｃ　新型コロナウイルス感染症拡大防止業務　　　　　1人につき15万円
　　　　Ｄ　Ａ～Ｃ以外の業務　　　　　　　　　　　　　　　1人につき10万円
　　　　　　　　計634人　75,000千円支給
　
 　 2　財源
　      収益的収入（款）病院事業収入（項）医業外収益（目）補助金 19,200千円
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下水道事業会計
(千円)

事業
所属

一般財源 26,374　農業集落排水長谷処理区において、令和4年4月1日に公共下水道と施設を統合し、汚水処理場等
一部施設を廃止することから、建設時に借入れた企業債を繰上償還します。

　　＜内訳＞　企業債元金償還金　　　　24,718千円
　　　　　　　企業債繰上償還補償金　 　1,656千円

企業債繰上償還金
補正予算額 26,374

経営企画課
事業内容 財源内訳
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令和３年度１２月補正予算概要 

 

 

今回の補正予算概要 

 

  一 般 会 計               ３,１４４,４７８千円 

  特 別 会 計                 ２８６,０４３千円 

  企 業 会 計                               ２７３,８０５千円 

                                   

  合     計              ３,７０４,３２６千円 

 

 

 

補 正 後 の 予 算 額                       （対前年度同期伸率） 

 

  一 般 会 計  ３８,３１５,７９８千円 （ △１８.２％ ） 

  特 別 会 計  １４,７１２,８５６千円 （   ７.７％ ） 

  企 業 会 計  １５,９４５,８７９千円 （  △３.７％ ） 

                                   

  合     計  ６８,９７４,５３３千円 （ △１０.５％  ） 
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◎人件費補正内訳（全会計合計） 

 

特別職             △２７５千円 

一般職          △２７,１２９千円 

会計年度任用職員         ９８１千円      

  計          △２６,４２３千円 

 


